
（別紙） 

諮問番号：令和７年度諮問第６号 

答申番号：令和７年度答申第６号 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

    本件審査請求については、棄却されるべきである。 

 

第２ 審理関係人の主張の要旨 

  １  審査請求人（以下「請求人」という。）の主張の要旨 

   請求人は、おおむね、次に掲げる事情を顧みずに行われた原処分（生活保護

変更申請却下処分）は違法又は不当であると主張しているものと解される。 

  (1) 請求人は、これまでの気温では冷房器具を必要としなかったために、生活

保護法（以下「法」という。）による保護（以下「保護」という。）開始時

に冷房器具の購入費用について支給申請をしなかったのであって、保護開始

時から現在まで冷房器具を所有したことはないから、「生活保護法による保

護の実施要領について」（昭和38年４月１日付け社発第246号厚生省社会局

長通知。以下「局長通知」という。）第７の２(6)ア(ｱ)に該当し、また、度

重なる保護費の引下げと物価高騰により請求人には蓄えがないから、自身で

設置することもできない。 

  (2) 請求人が冷房器具を購入しなければ健康に過ごすことができない状態で

あることは、請求人の居住地（以下「現住居」という。）の令和５年夏の状

況や令和６年１月に心臓の手術を受けてから体力が低下している事実から

明らかであり、また、国の政策として熱中症対策が特に必要であるために一

時扶助費の申請があった際には、真にやむを得ない事情があるかを考慮する

ことを積極的に勧奨していると言えるが、原処分は、請求人が「最低生活に

必要不可欠な物品を欠いている状態」であるかが一切考慮されていない。 

 ２ 処分庁の主張の要旨 

請求人の保護が開始されたのは令和５年１月５日であるところ、本件審査請   

求に係る冷房器具の購入費用についての支給申請（以下「本件申請」という。）

は令和６年５月10日に行われており、保護開始時の申請ではないから、局長通



知第７の２(6)ア(ｱ)には該当せず、また、請求人が現住居に転居したのは令和

５年８月18日であり、加えて、転居前の住居にも冷房器具が設置されていない

ことは前住居の管理会社に確認しているから、同(ｴ)にも該当せず、さらに、

同(ｲ)、(ｳ)及び(ｵ)のいずれの要件にも該当しないから、同ウに当たらないと

する原処分に違法又は不当な点はない。 

   

第３ 審理員意見書の要旨 

 １ 原処分は、法令等の規定に従い、適正になされたものであるから、違法又は

不当な点は認められない。 

 ２ 局長通知第７の２(6)ア(ｱ)が、あえてその給付時期について「保護開始時」

と明示しているのは、最低生活に直接必要な家具什器の持合せがない保護開始

時に限って、保護の対象とすることを明示する趣旨であると解されるのであ

り、請求人の保護開始が令和５年１月５日で本件申請が令和６年５月10日であ

るから、同(ｱ)の要件には該当しない。また、請求人世帯は令和５年８月18日に

現住居に転居しているものの、転居前の住居にも冷房器具は設置されておら

ず、現に冷房器具を所有しているものではないから、その前提を欠き、同(ｴ)

の要件にも該当しない。さらに、請求人には長期入院、被災、犯罪被害等の事

実は認められないから、同(ｲ)、(ｳ)及び(ｵ)の要件にも該当しない。よって、

請求人は、同(ｱ)から(ｵ)までのいずれにも該当せず、同ウの要件を満たさない

から、本件申請を却下した原処分に違法又は不当な点は認められない。 

 ３ 請求人は前記第２の１(2)のとおり主張するが、冷房器具の購入については、

「生活保護法による保護の実施要領について」（昭和36年４月１日付け厚生省

発社第123号厚生事務次官通知）において原則として経常的最低生活費で賄わ

れるべきものとされており、これを受けて局長通知第７の２(6)ウは、保護開

始時において最低生活に直接必要な家具什器の持合せがないときや長期入院・

入所、災害、転居のとき、犯罪被害に遭ったとき等に限って、例外的に冷房器

具の購入に係る費用が支給される余地を認めたものと解されるべきである。そ

うすると、請求人は上記の例外に当たるとはいえず、熱中症予防が特に必要な

場合の冷房器具は社会福祉協議会の生活福祉資金貸付制度の活用などにより

購入されるべきものである。 

よって、請求人の主張を採用することはできない。 

 ４ 以上のとおり、原処分は、適法かつ正当に行われており、また、請求人の主



張は理由がないから、本件審査請求は、棄却されるべきである。 

 

第４ 調査審議の経過 

令和７年５月23日付けで審査庁である北海道知事から行政不服審査法第43

条第１項の規定に基づく諮問を受け、同月29日の審査会において、調査審議し

た。 

 

第５ 審査会の判断の理由 

保護は、厚生労働大臣の定める基準により測定した要保護者の需要を基と

し、そのうち、その者の金銭又は物品で満たすことのできない不足分を補う程

度において行うものとされ（法第８条第１項）、当該基準は、要保護者の年齢

別、性別、世帯構成別、所在地域別その他保護の種類に応じて必要な事情を考

慮した最低限度の生活の需要を満たすに十分なものであって、かつ、これを超

えないものでなければならないとされている（同条第２項）。 

保護費の変更に係る事務等は、地方自治法における法定受託事務とされてお

り、厚生労働大臣は、当該法定受託事務を処理するに当たりよるべき基準（以

下「処理基準」という。）を定めている。そして、処理基準によれば、最低生

活費は、一般生活費、教育費、住宅費等の合算であって、そのうち、一般生活

費は、さらに基準生活費、被服費、家具什器費、移送費等に区分されており、

冷房器具の購入に要する費用については家具什器費に該当するところ、被保護

世帯が保護開始時において最低生活に直接必要な家具什器の持合せがないと

き等に該当し当該被保護世帯に属する被保護者に熱中症予防が特に必要とさ

れる者がいる場合であって転居後初めて到来する熱中症予防が必要となる時

期を迎えるに当たり最低生活に直接必要な冷房器具の持合せがなく真にやむ

を得ないと実施機関が認めたときは家具什器に係る一時扶助費として６万

7,000円の範囲内において特別基準の設定があったものとして必要な額を認定

し、保護費を支給して差し支えないこととされ、それ以外の場合は通常の最低

生活費の範囲内において通常予測される生活需要は全て賄うべきものとされ

ている。 

そこで本件についてみると、請求人は、請求人が冷房器具を購入しなければ

健康に過ごすことができない状態であることは、現住居の令和５年夏の状況や

令和６年１月に心臓の手術を受けてから体力が低下している事実から明らか



であると主張する。しかしながら、本件申請は転居後初めて到来する熱中症予

防が必要となる時期に行われたものではなく、また、転居前の住居と現住居の

いずれにおいても冷房器具は設置されていないから、新旧住居の設備の相異に

より現に所有している最低生活に直接必要な家具什器を使用することができ

ない場合でもない。加えて、冷房器具の購入については社会福祉協議会の生活

福祉資金貸付制度を活用することが可能であり、かつ、当該貸付制度の活用に

ついて処分庁から請求人に伝達されている。さらに、請求人について熱中症予

防が特に必要とされる者であることを示す挙証資料は提出されていない。こう

した事情に鑑みると、保護という形で冷房器具の購入費用が支給されなかった

としても、そこに違法又は不当な点はない。 

以上のとおり、原処分にはこれを取り消すべき違法又は不当な点は認められ

ず、審理員の審理手続についても、適正なものと認められるから、本件審査請

求は棄却されるべきであるとした審査庁の判断について、前記第１のとおり、

これを是認するものである。 

 

    北海道行政不服審査会 

 

        委 員（会長） 館   田     晶   子 

 

        委 員      鳥   井     賢      治 

 

        委 員      日   笠     倫    子 


